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  令和元年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書(職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班) 

 
雇い入れ時健康診断における肝炎ウイルス検査の取り組みについて 
 
研究分担者：長沖 祐子  マツダ株式会社マツダ病院 

 
研究要旨：職域において，ウイルス性肝炎の検査を実施することは，感染者の早期発見
の手段として有用であり，肝硬変や肝癌への進展に対して早期介入が可能と考えられ
る．なぜなら，B 型肝炎ウイルスキャリアの多くは，10 歳～30 歳代にかけて肝炎を発
症する事や，C型肝炎も 40 歳以上のキャリアのうち，60～70％が慢性肝炎である.よっ
て，肝炎を発症する年齢層は，多くの企業に労働者として就労していることになるた
め，職域において適切に肝炎ウイルス検査，指導，治療に結び付けることは，その後の
慢性肝炎の悪化や肝癌への進行防止につながり，重要な検査と位置付けられる． 
職域においては，労働安全衛生法に基づく一般健康診断，特殊健康診断の健康診断が
実施されているが，肝炎ウイルス検査は法定健診項目ではないことから，事業者側が
検査の実施主体となる必要はなく，また事業者もその結果を知る権利がある事項では
ない．しかし，これまでの厚生労働省の通達などでは事業者に対して労働者が肝炎ウ
イルスの有無を知る機会を設ける必要性と，事業者は検査を実施し，結果を取得した
場合は安全配慮義務に基づいて就業上の配慮を講じる義務も通達している. 
今回，当施設での職域における肝炎ウイルス検査の状況について報告する． 

A. 研究目的 
わが国のB型肝炎ウイルスキャリアは120

～140万人，C型肝炎ウイルスキャリアは150

～200 万人と推定され，いまだ適切な治療を

受けていない症例も存在する。よって職域に

おいて適切に検査，指導，治療に結び付ける

ことは，その後の慢性肝炎の悪化や肝硬変・

肝癌への進行防止につながり，職域における

肝炎検査の意義は大きいと考える。 

今回，当施設での職域における肝炎ウイル

ス検査について報告する。 

 

B. 研究方法 
当施設での肝炎ウイルス検査は，雇用時の

健診で施行している．対象は就職した全社員

で，入社時健診にて法定項目と法定外項目で

ある肝炎ウイルス検査を同時に施行した。   

図 1 の問診票に受診勧奨，結果についての個

人情報管理・保護についてオプトアウトを記

載し施行した。   

         図 1 表紙 
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また肝炎ウイルス検査においては全て事

業所負担にて行った．肝炎ウイルス検査後，

陽性患者に対する受診勧奨・治療導入後の就

労などに関しては図 2の流れで施行した。な

お，参考までに他の問診票を提示する  

（図 1見開き裏面）。 

 

      図 1(見開き裏面) 

 

 

図 2 

 

 

C. 研究結果 
2017 年 4月から 2018 年 3月までの入社時

健診では， 2340 人(期間社員含む)が健診を

受検し，全員肝炎ウイルス検査を受検した。

その結果，HBｓ抗原陽性は 6 名で HBｓ抗原

陽性者率は 0.25%であった。また HCV 抗体陽

性は 9 名で HCV 抗体陽性率は 0.38%であっ

た。また同様に 2018 年 4月から 2019 年 3月

までの入社時健診では，2285 人(期間社員含

む)が健診を受検し， 同様に全員肝炎ウイル

ス検査を受検，HBｓ抗原陽性は 9 名で HBｓ

抗原陽性者率は 0.39%，また HCV 抗体陽性は   

9 名で HCV 抗体陽性率は 0.39%であった。特

に 40 歳代の肝炎ウイルス陽性率は 2017 年

度，2018 年度共に 1.8%，2.0%と他の年代と

比較し高い傾向にあった。肝炎ウイルス判明

後の肝臓専門医への受診状況であるが，未受

診のうち 2017 年度においては HCV 抗体陽性

患者 1 名が HCVRNA 測定をできておらず，ま

た 2018 年度においては入社後すぐに退職の

ため不明であった。(図 3，4) 
図 3 
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D. 考察 
職域における肝炎ウイルス検査の陽性率

はこれまでの報告と同等であり，特に 40 歳

代の肝炎ウイルス陽性率は他の年代より高

い傾向にあり，従業員の多くが 40 歳代であ

ることを考慮すると職域における肝炎ウイ

ル検査は重要であると考える。よって，すで

に入社している社員に対しては，これまでに

肝炎ウイルス検査を施行したことがなけれ

ば定期健診での実施や，新入社員の場合は入

社時健診で実施すれば,全社員の肝炎ウイル

ス検査の機会を得ることが可能と考える。 

肝炎ウイルス検査結果については機微な情

報であり，取り扱いにも注意を払う必要があ

る．2019 年 4 月から適用された改正労働安

全衛生法，第 104 条でも新設された「健康情

報取り扱い規約」にもあるように，目的や管

理方法を明記し当事者に同意を確実に得る

必要がある。 

我々はまず，①法定健診ではないが，肝炎

対策基本法に則り検査の必要性を記載，②社

員本人の健康管理の目的で施行，③結果の保

管に関しては事業所であると明記し健康保

険組合と共同利用し，個人情報の保護を明確

にした。その上で社員個人の同意を取得後，

検査を行い，事業所負担で施行することで全

新入社員の受検が可能であった。しかし，全

例検査は可能であっても，陽性者のうち期間

社員の中断などもありその後の精査，フォロ

ーアップが困難な事例も存在しており，今後

の課題と考える。 
 
E. 結論 
職域における肝炎ウイルス検査は重要と

考えるが，検査方法やその後の肝炎検査陽性

となった症例に対する対応，治療までの両立

も重要であり，産業医や健康保険組合との連

携も重要である。肝炎ウイルス検査の実施に

おいて，施行したことがなければ１回は受検

するように呼びかけられているため，雇用時

の肝炎ウイルス検査は貴重な受検の機会と

考える。一方で肝炎ウイルス検査の結果に関

しては機微な情報でもあり，取り扱いには十

分注意を行い社員への配慮を十分に行う必

要があると同時に,肝炎ウイルス検査におけ

る費用負担に関しても難しい問題と考える。 

 

F. 政策提言および実務活動 
当施設では雇用時に事業所負担により肝

炎ウイルス検査を施行し，全新入社員の検査

が施行できた。しかし費用の負担に関しては

事業所が全額負担か個人の一部負担にする

かは事業所規模によっても対応困難な場合

もあるため,一部行政負担や補助なども考慮

されてもいい議題と考える。 

 

G. 研究発表 
1. 発表論文 
なし  

 

2. 学会発表 
なし 

 

3. その他 
啓発活動 

令和元年7月3日 マツダスタジアム 

「世界肝臓週間に向けたウイルス肝炎・ 

肝がん予防啓発活動」 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録  
なし 

3. その他  
なし 

 


